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Abstract: One of fields that is specialized to manage incidents and disasters is Business Continuity Management 

(BCM). The objectives of BCM is to accomplish going concern by the prevention of the business interruption of 

organizations. The academic researches of BCM are concentrated to save people's lives and the architecture. BCM 

is one of management theories, however, it is not almost researched in the academies of management field. The 

research of BCM are the duty of the academies of management field. First this study implements clustering of the 

motivation types of BCM introduction, secondly researches the important area of former management theories, 

and finally attempts the proposal of the affinitive management theory between that clusters and that areas. 
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1. はじめに  

近年、自然災害が日常化しているという表現が大げさでは

ない状況となっている。平成 30年 7月豪雨（2018年）以降に、

国内の死者をともなう豪雨災害の発生は 7 件、その合計死者

数は 260人に上っている。また、東日本大震災（2011年）以降

に、国内の死者をともなう地震の発生は 4 件、その合計死者

数は 316人（東日本大震災の死者数を除く）に上っている。 

自然災害に起因する工場爆発や油の流出などの二次災害

発生の事例も発生している。事故や自然災害は、組織がサー

ビス又は商品の供給責任を継続的に果たし続けることを困難

にする一因となっている。このような事故や災害に被災した組

織が、事業継続に失敗し、廃業に至る例は多い。BCMの第一

目標は、被災組織が営む事業が中断しないように努めること

である。BCM の第二目標は、万が一当該事業が中断した場

合には、求められるタイムリミットまでに中断中事業を再開させ

ることである。 

人々の人命及び財産が災害や事故に遭遇し毀損している

のと同様に、組織が営む事業も多大なダメージを受けている

のも事実である。一方、組織の被災状況に対する報道は風評

被害問題への配慮等のため、極めて限定的である。組織によ

るステークホルダー向けの自らの情報公開も限定的である。 

阪神淡路大震災（1995 年）及び東日本大震災(2011 年)に

おいては多数の企業が事業継続困難状態となり、倒産に至っ

ていることがわかっている。 

日本政府は災害基本計画において、企業防災の観点より、

事業継続計画（Business Continuity Plan 以下 BCP という）の

策定、並びに企業に対して事業継続マネジメント（Business 

Continuity Management 以下 BCM という）の実施を推奨し、

一定の効果を上げつつあるところである。 

BCM に関する研究発表件数は徐々に増えつつあるものの、

マネジメント視点からのアプローチは極めて少ないのが現状

である。災害から人命や構築物を守るという従来の災害研究

をベースにしたアプローチが中心となっており、企業の維持発

展（going concern）を目指す経営学的アプローチが望まれて

いる状況にある。BCP は BCM の成果物の一つに過ぎないが、

用語の使用法は混乱している。本論では、それを論じることを

目的としていない。 

2. 研究目的 

自然災害が日常化している我が国において、何らかの事業

を営む組織が事故や災害に被災し、サービス又は商品の供

給責任を果たせなくなるという事態は、当事者のみならず国民

生活に深刻な影響を及ぼす状況といえる。したがい、当該組

織の事業の中断は是非とも回避したいところである。一方、当

該事業の中断が発生したとしても代替が可能、又は消費の抑

制が可能である場合には、事業の中断の影響が限定的となる。

両者は影響範囲の広さの違いはあっても、日本経済や社会を
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維持する機能を有する組織の存続問題である点は共通であり、

マネジメント研究上の課題として取り組むべきである。 

日本政府が BCM 普及に取り組んでいる他、民間企業及び

公的企業においてもその普及が進んでいるという状況がある

一方で、マネジメント研究分野における研究数が限定的であ

るという問題がある。本論は、マネジメント研究分野における

BCM 研究の活性化に資することを目的とした試論であり、

BCM 導入動機のタイプ別に親和性のある経営理論及び活動

を提案することを目的としている。 

3. 実践及び先行研究 

BCM 実践及び研究の世界では、組織による実践が研究に

先行し、研究は組織による実践の補強を行い、その研究成果

が組織による実践をさらに後押しするという循環が起こってい

る。以下、各分野別に概括してみる。 

(1) BCMの普及を目的とする実践及び研究 

BCM の組織への普及を目的にした実践は、政府、国際機

関及び自治体主導のものが、表１のようにあげられる。2005 年

に内閣府が公表のガイドライン[1]は BCM のコンセプトを全般

的に解説し、特徴は地震災害に力点がおかれている点であっ

た。時を同じくして経済産業省が公表したガイドライン[2]は、

システム障害に力点をおいた事業継続計画（Business 

Continuity Plan 以下 BCP という）の策定を目的にしたもので

あった。2006 年に中小企業庁が公表した指針[3]は中小企業

企を対象にした財務的アプローチによってBCPの策定を実現

しようとするものであった。2012年に ISO（国際標準化機構）が

発行した国際標準規格[4]は、BCM導入のための要求管理策

を示し、それは認証規格であった。2015 年に内閣府が公表し

たガイドライン[5]は、災害時に災害対応主体となる市町村が

災害対応に支障をきたさないように、備えることを目的としたも

のであった。 

表１ BCM普及の実践のための文書名 

年度 主体 文書名 

2005年 内閣府（防災

担当） 

事業継続ガイドライン第一版（～第三

版） [1] 

2005 年 経済産業省 事業継続計画策定ガイドライン [2] 

2006 年 中小企業庁 中小企業ＢＣＰ策定運用指針 [3] 

2012 年 ISO（国際標準

化機構） 

ISO 22301:2012 社会セキュリティ－事

業継続マネジメントシステム－要求事項 

[4] 

2015 年 内閣府（防災

担当） 

市町村のための業務継続計画作成ガイ

ド [5] 

BCM 普及研究としては対象組織の特性別に、中小企業に

対しては丸谷の[6-7]・中野[8]・木全ら[9]、福祉施設に対して

は鍵屋らの[10]、地方自治体に対しては吉川らの[11]、地域・

DCP（District Continuity Plan 以下DCPという）に対しては守

らの[12]・丸谷の[13]・通堂の[14]、サプライチェーンに関して

は渡辺らの[15]などがある。 

(2) BCM手法の研究 

テレワーク研究に対しては丸谷の[16]、インパクト分析に対

しては増田らの[17]及び Kawaguchi の[18]、復旧時間短縮問

題に対しては岡本らの[19]、リスクシナリオ選択問題に対して

は Kawaguchi の[20]、リスクアセスメントシステム構築に対して

は Kawaguchi の[21]、復旧期間の見積方法に対しては山岸ら

の[22]、及び BCM プロセスへのＩＴ技術の導入に対しては鶴

の[23]などの研究がある。 

(3) 特定業種の BCM 

特定業種を対象にした研究としては、都市ガスに対する坂

口らの[24]、パイプラインに対する今井らの[25]、建設業に対

する真野らの[26]・磯打らの[27]・鍬田らの[28]、道路に対する

山脇らの[29]・坂田らの[30]、生産設備に対する粕淵らの[31]、

鉄道に対する吉川らの[32]、学校に対する粕淵らの[33]など

がある。 

(4) 東日本大震災と BCM 

東日本大震災（2011 年）の被災経験を教訓とする BCM 研

究は、蛭間らの[34]・磯打らの[35]・岡本の[36]・松下らの[37]・

丸谷の[38]・小川の[39]がある。 

(5) BCMの事例研究 

世界的企業の BCM 事例研究は Sheffi（渡辺ら監訳）の[40]

によって行われている。 

(6) BCMの経営学的研究 

BCMに関する先行研究は、BCM普及、BCM手法、特定業

種のためのBCM、東日本大震災対応のBCM研究が中心とな

っており、事故や自然災害を組織にとっての外部環境と見做

しての経営視点の研究が、ほとんど見つからないというのが現

状である。 

(7) BCM研究数 

図１は BCMに言及のある研究数を学会別に表したグラフで

ある。3 章(6)項にて述べたように、先行研究調査においては、

マネジメント系学会においては、ほとんど活性化していない状

況であった。 

 

 

 

 

図 1 BCMに言及のある研究発表・論文数（2013年時点）

[41] 

4. 研究方法 

次のようなステップにて本研究を進めて行く。 
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図 2 本論の研究ステップ 

5. 現状調査 

5.1 震災関連倒産件数 

図 3は阪神淡路大震災（1995年）並びに東日本大震災

（2011年）が発災後の各年毎の企業倒産件数を表している。

阪神淡路大震災発災 3年後までの累計倒産件数は 394件、

東日本大震災発災 3年後までの累計倒産件数は 1,493件

（3.8倍）、東日本大震災発災 5年後までの累計倒産件数は

1,898件となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 震災関連倒産（国内） 

帝国データバンク 2017年調査 [42] 

5.2 BCP普及率 

図 4～6に表す BCP普及率を比較すると、資本金 10億円以

上、及び資本金 3億円～10億円未満の企業群では、年ごと

に上昇傾向となっている一方で、資本金 3億円未満の企業群

では全く上昇していないことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 大企業の BCP策定率（資本金 10億円超） 

内閣府防災担当 2018年 3月調査 [43] 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 中堅企業の BCP策定率（資本金 10億円未満大企業）

内閣府防災担当 2018年 3月調査 [43] 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 中小企業のＢＣＰ策定率（製造業 資本金３億円未満）

帝国データバンク 2018年 6月調査 [44] 

5.3 BCM導入動機のタイプ 

BCM導入企業の導入動機を大別すると、表2のように分類で

きる。A タイプは、組織外部からの要請を受けないで、自らの

判断にて、自らの存続をより確実なものにするために導入しよ

うとするタイプである。B タイプには、取引先との良好な関係を

維持するために、取引先の求めに応じて導入するケースも含

まれている。C タイプには、CSRの一環として導入ケースが多く

震災関連倒産件数調査 

BCM普及率調査 

BCM導入動機タイプの考察 

経営理論の整理 

BCM導入動機タイプと経営理論

の親和性検討 
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含まれている。 

 

表 2 BCM導入動機のタイプ 

タイプ 属   性 

A.自組織存続型 

① 事業停止したとしても代替可能、又

は、当分の間、消費を控えても支障

がないケース。もっぱら自社の存続

を図ることが動機。 

B.ビジネスコミュニ

ティ存続型 

① 事業停止すると、コミュニティ内の他

組織に対して大きなインパクトを与え

るケース。属するビジネスコミュニティ

の存続に寄与することが動機。 

② 自らの判断ではなく、取引先からの

強い要望を受けて導入。 

C.社会的使命型 ① 事業停止すると、社会機能が失わ

れ、社会に対して広くインパクトを与

えるケース。自らの判断による他、政

府からの強い要請を受けて導入、イ

ンフラ企業や医療機関など。 

② 広く社会へ与えるインパクトが無くと

も、自ら社会との係りを重視するケー

ス。 

BCMの導入動機は一様でないため、表 3の全ての BCM導入

動機のタイプに対して、普遍的に適応可能な唯一最適な経営

理論は存在しない。 

6. 経営理論及び活動の整理 

BCM導入組織が採用している BCM理論なり仕組みが、当該

組織のトータルなマネジメントを構成する一つの要素として整

合性を有している状況が望ましい。それが成し得てこそ、BCM

の定着化が実現できることになる。現実には、そのような整合

化の努力は少ないのが現状である。表 3は、当該組織の BCM

の導入動機タイプ別に、整合性を求得るための参考情報とし

て、先人の経営理論及び活動の重点領域を整理したものであ

る。表中の経営理論及び活動が、重点領域とする項目に丸印

を付している。 

表 3において扱った経営理論及び活動の中で、事故や自

然災害扱っているのは、SGDs及びCSRの２つであった。そのた

め、SGDs及び CSRは明らかに、BCM と親和性があるといえる。

SGDs及び CSR以外の経営理論及び活動についても、BCM理

論との親和性を検討する必要がある。 

7. 結論 

SGDs及び CSR以外の経営理論及び活動について、BCM導

入動機タイプ毎に親和性のある経営理論を特定し、その経営

理論の中に事故及び自然災害をビルトインすることを提案し

たい。当該組織にとっての親和性のある経営理論は、表 2及

び 3から以下のように提案する。 

表 2において当該組織の BCM導入動機が A タイプの「自組

織存続型」である場合は、表 3において重点領域が「内部組

織」とするグループ内の経営理論及び活動が当該組織に整

合しやすいと考えられる。 

同様に、表 2において当該組織の BCM導入動機が Bタイプ

の「ビジネスコミュニティ存続型」である場合は、表 3において

重点領域が「ビジネスコミュニティ」、BCM導入動機がCタイプの

「社会的使命型」である場合は、表 3において重点領域が「市

場」又は「社会」であるグループ内に経営理論及び活動が整

合しやすいと考えられる。 

当該組織においては、上記の提案を参考として、採用して

いる BCM理論なり仕組みと自組織の経営理論との整合性を図

り、一体感のあるトータルマネジメントシステムの構築に取り組

むことを願うしだいである。 

 

表 3 経営理論及び活動の重点領域 

理論及び活動 

重点領域 

内
部
組
織 

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ 

市
場 

社
会 

科学的管理法 

F.W.テーラー [45] 
〇    

継続事業体 

藻利重孝 [46] 
〇    

組織論 

C.I.バーナード [47] 
〇    

ビジネス・アーキテクチャー 

藤本隆宏 [48] 
〇    

競争戦略論 

マイケル.E.ポーター [49][50] 
 〇   

オ－プンイノベーション 

ヘンリー・チェスブロウ [51] 
 〇   

顧客の創造 

P.F.ドラッカー [52] 
  〇  

経営行動 

H.A.サイモン [53] 
  〇  

戦略経営 

イゴール・アンゾフ [54] 
  〇  

戦略的マーケティング 

ロー・オリダーソン [55] 
  〇  

トヨタ生産方式   〇  

知識創造経営 

野中郁次郎 [56][57] 
   〇 

SDGs（持続可能な開発目標） 

SDGs推進本部 [58] 
   〇 

CSR [59]    〇 

社会共生的経営 

国嶋弘行ら [60] 
   〇 
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8. 今後の課題 

BCM導入動機タイプ別に、親和性のある経営理論をより精

密にマッチングできるようすべきでる。そのためには、BCM導入

組織並びに先人による素晴らしい経営理論の理解を深めるた

めに、実証的調査をより一層深めることが今後の課題である考

える。 
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